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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第３四半期
連結累計期間

第54期
第３四半期
連結累計期間

第53期

会計期間
自2022年４月１日
至2022年12月31日

自2023年４月１日
至2023年12月31日

自2022年４月１日
至2023年３月31日

売上高 （百万円） 225,105 229,938 336,492

経常利益 （百万円） 57,878 48,162 83,130

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益
（百万円） 43,286 36,515 67,394

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 47,880 67,257 68,436

純資産額 （百万円） 436,613 502,683 457,169

総資産額 （百万円） 536,475 601,935 568,180

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 793.00 673.93 1,236.65

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 75.4 78.0 74.9

 

回次
第53期

第３四半期
連結会計期間

第54期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2022年10月１日
至2022年12月31日

自2023年10月１日
至2023年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 218.65 161.68

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動は、以下のとおりであります。

 

＜北米セグメント＞

当第３四半期連結会計期間において、Blue Spruce Operating LLCの持分を取得し、持分法適用関連会社としてお

ります。

 

＜欧州セグメント＞

第２四半期連結会計期間において、Longboat JAPEX Norge ASの株式を取得し、持分法適用関連会社としておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変

更は、次のとおりであります。

 

・第一部　企業情報　第２　事業の状況　３　事業等のリスク　５　国の保有する株式について

 

国（経済産業大臣）による当社株式の保有に関し、国と当社との間で、「定款の変更」「資本金の増減、または社

債の発行」「決算および利益金の処分」「営業の一部もしくは全部の譲り渡し、または譲り受け」「役員候補者の決

定」「資産または事業経営に重要な影響のある事項」に関して、国との間で協議を行う旨を定めた覚書を締結してお

りましたが、2023年７月３日付にて解約しております。

また、当社は、自己株式の取得及び消却について、2023年11月10日開催の取締役会において決議しました。当該決

議に基づき、当社は、自己株式取得に係る取引一任契約に基づく市場買付により、2023年11月13日から2024年８月30

日までの間に当社普通株式を取得し、その全数を2024年９月30日付で消却する予定です。当該消却により、国（経済

産業大臣）の所有株式数の割合は、35.79％から上昇する見込みです。
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1)　財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における売上高は229,938百万円と前年同期に比べ4,833百万円の増収（＋2.1％）とな

り、売上総利益は62,745百万円と前年同期に比べ1,143百万円の減益（△1.8％）となりました。前年同期に比べ増

収減益となった主な要因は、北米及び中東における原油の販売量が増加した一方で、原油等の市況価格が前年同期

に比べ沈静化し、原油、天然ガス及び電力等の販売価格が下落したことなどによるものです。

探鉱費は、2,018百万円と前年同期に比べ17百万円増加（＋0.9％）し、販売費及び一般管理費は、20,858百万円

と前年同期に比べ2,287百万円減少（△9.9％）した結果、営業利益は39,868百万円と前年同期に比べ1,125百万円の

増益（＋2.9％）となりました

経常利益は、主に持分法による投資利益や為替差益が減少したことなどにより、48,162百万円と前年同期に比べ

9,716百万円の減益（△16.8％）となりました。

税金等調整前四半期純利益は、前年同期に比べ9,710百万円減益の48,141百万円となり、親会社株主に帰属する四

半期純利益は、前年同期に比べ6,771百万円減益の36,515百万円となりました。

 

なお、売上高の内訳は次のとおりであります。

（イ）Ｅ＆Ｐ事業

Ｅ＆Ｐ事業の売上高は、北米及び中東における原油の販売量が増加したことなどにより、72,841百万円と

前年同期に比べ36,938百万円の増収（＋102.9％）となりました。

（ロ）インフラ・ユーティリティ事業

インフラ・ユーティリティ事業の売上高は、原油等の市況価格の沈静化に伴い販売価格が下落したこと

や、天然ガス及び液化天然ガスの販売量が減少したことなどにより、110,714百万円と前年同期に比べ31,034

百万円の減収（△21.9％）となりました。

（ハ）その他

請負（掘さく工事及び地質調査の受注等）、液化石油ガス（LPG）・重油等の石油製品等の販売及びその他

業務受託等の売上高は、46,383百万円と前年同期に比べ1,070百万円の減収（△2.3％）となりました。

 

主なセグメントごとの経営成績（セグメント間の内部取引消去前）は、次のとおりであります。

 

①　日本

日本セグメントの売上高は、主に原油、天然ガス（LNG含む）、電力、請負及び石油製品等により構成されて

おります。当第３四半期連結累計期間における売上高は、原油等の市況価格の沈静化に伴い販売価格が下落し

たことや、天然ガス及び液化天然ガスの販売量が減少したことなどにより、171,079百万円と前年同期に比べ

35,512百万円の減収（△17.2％）となりました。セグメント利益は、価格下落による販売収支の悪化などによ

り、35,954百万円と前年同期に比べ6,436百万円の減益（△15.2％）となりました。

②　北米

北米セグメントの売上高は、主に原油及び天然ガスにより構成されております。当第３四半期連結累計期間

における売上高は、主に原油の販売量が増加したことなどにより、23,427百万円と前年同期に比べ18,287百万

円の増収（＋355.8％）となりました。セグメント利益は、売上高と同様に、原油の販売量が増加したことなど

により、8,929百万円と前年同期に比べ6,010百万円の増益（＋205.9％）となりました。

③　欧州

欧州セグメントにおいては、英領北海アバディーン沖合に位置する海上鉱区での開発作業を実施しておりま

す。当第３四半期連結累計期間におけるセグメント損失は、360百万円（前年同期は118百万円のセグメント損

失）となりました。

④　中東

中東セグメントの売上高は、原油により構成されております。当第３四半期連結累計期間における売上高

は、35,432百万円と前年同期に比べ22,058百万円の増収（＋164.9％）となりました。セグメント利益は、

4,230百万円と前年同期に比べ3,105百万円の増益（＋276.0％）となりました。
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当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ33,755百万円増加し、601,935百万円と

なりました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べ32,578百万円の減少となりました。これは、現金及び預金ならびに原材料

及び貯蔵品が減少したことなどによるものであります。固定資産は、前連結会計年度末に比べ66,333百万円の増加

となりました。これは、有形固定資産における坑井等の計上及び投資有価証券における時価の上昇に伴い、それぞ

れ増加したことなどによるものであります。

負債は、前連結会計年度末に比べ11,759百万円減少し、99,251百万円となりました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ23,370百万円の減少となりました。これは、支払手形及び買掛金が減少し

たことなどによるものであります。固定負債は、前連結会計年度末に比べ11,611百万円の増加となりました。これ

は主に、投資有価証券の時価上昇などにより繰延税金負債が増加したことによるものであります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ45,514百万円増加し、502,683百万円となりました。これは、利益剰余金なら

びにその他有価証券評価差額金が増加したことなどによるものであります。

 

(2)　会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(3)　経営方針・経営戦略等並びに優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当社は、自己株式の取得及び消却について、2023年11月10日付の取締役会において決議し、資本効率の向上及び

株主還元の充実を図ることとしました。また、今回取得する自己株式は、発行済株式総数の減少を通じて株主利益

の増大を図るため、その全株を消却します。

また、当第３四半期連結累計期間において、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に

ついて重要な変更はありません。

 

(4)　研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は134百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2023年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2024年２月９日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 54,300,076 54,300,076
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 54,300,076 54,300,076 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2023年10月１日～

　 2023年12月31日
－ 54,300,076 － 14,288 － －

 

（５）【大株主の状況】

　　　　　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　　　　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2023年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

    2023年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 54,246,400 542,464 －

単元未満株式 普通株式 51,076 － －

発行済株式総数  54,300,076 － －

総株主の議決権  － 542,464 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、「株式給付信託（BBT（Board Benefit

Trust））」の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式

62,600株（議決権626個）が含まれております。

　　　２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式53株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2023年９月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義所有株

式数（株）

他人名義所有株

式数（株）

所有株式数の合

計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

石油資源開発

株式会社

東京都千代田

区丸の内一丁

目７番12号

2,600 － 2,600 0.00

計 － 2,600 － 2,600 0.00

（注）１．2023年11月10日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議し、当第３四半期会計期間において自己株

式510,800株を取得いたしました。

　　　２．当社は、2023年12月31日現在で自己株式513,453株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合

0.95％）を所有しております。

　　　３．「株式給付信託（BBT）」の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する

当社株式62,600株は上記自己株式に含めておりません。
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２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

・役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役

常務執行役員

コーポレートコミュニケーション室、経営

企画部担当

取締役

常務執行役員

コーポレートコミュニケーション室、経営

企画部、情報システム部担当

中島　俊朗
2023年

10月１日

 

なお、当社は2023年12月15日開催の取締役会において、次のとおり役員の異動を決議しております。

・役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

代表取締役会長 代表取締役社長 社長執行役員 藤田　昌宏
2024年

４月１日

代表取締役社長　社長執行役員 取締役　専務執行役員 山下　通郎
2024年

４月１日

取締役　特別顧問 取締役　会長 渡辺　修
2024年

４月１日

 

（参考情報）

当社は執行役員制度を導入しておりますが、前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における

取締役を兼任しない執行役員の異動はありません。

なお、当四半期累計期間後、当四半期報告書提出日までに、次のとおり取締役を兼任しない執行役員の異動があり

ました。

・新任執行役員

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

執行役員

経理部担当役員補佐

プロジェクト組成支援部長

プロジェクト組成支援部長 西村　豊
2024年

１月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2023年10月１日から2023年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 191,956 166,668

受取手形、売掛金及び契約資産 ※１ 48,474 ※１ 50,969

有価証券 3,000 3,000

商品及び製品 2,216 2,786

仕掛品 11 211

原材料及び貯蔵品 21,613 17,179

その他 14,574 8,450

貸倒引当金 △54 △54

流動資産合計 281,791 249,212

固定資産   

有形固定資産 118,411 157,466

無形固定資産 5,569 5,478

投資その他の資産   

投資有価証券 115,940 149,089

その他 46,855 41,116

貸倒引当金 △47 △47

海外投資等損失引当金 △341 △380

投資その他の資産合計 162,407 189,777

固定資産合計 286,388 352,722

資産合計 568,180 601,935

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 26,489 10,451

未払法人税等 9,333 7,508

引当金 2,331 1,390

その他 26,096 21,530

流動負債合計 64,250 40,880

固定負債   

繰延税金負債 20,461 28,566

退職給付に係る負債 3,428 3,414

引当金 620 291

資産除去債務 20,043 21,549

その他 2,206 4,549

固定負債合計 46,759 58,371

負債合計 111,010 99,251

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,288 14,288

利益剰余金 362,989 380,700

自己株式 △136 △2,893

株主資本合計 377,141 392,095

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 46,324 67,160

繰延ヘッジ損益 △699 △2,214

為替換算調整勘定 2,275 11,811

退職給付に係る調整累計額 590 419

その他の包括利益累計額合計 48,491 77,177

非支配株主持分 31,536 33,410

純資産合計 457,169 502,683

負債純資産合計 568,180 601,935
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自2022年４月１日
　至2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自2023年４月１日
　至2023年12月31日)

売上高 225,105 229,938

売上原価 161,216 167,193

売上総利益 63,888 62,745

探鉱費 2,000 2,018

販売費及び一般管理費 23,145 20,858

営業利益 38,742 39,868

営業外収益   

受取利息 749 1,544

受取配当金 1,719 2,106

持分法による投資利益 6,734 1,516

為替差益 4,864 3,248

デリバティブ利益 6,082 －

その他 271 823

営業外収益合計 20,422 9,239

営業外費用   

支払利息 3 220

コミットメントフィー 235 240

災害損失引当金繰入額 576 217

その他 469 267

営業外費用合計 1,285 945

経常利益 57,878 48,162

特別利益   

固定資産売却益 0 0

特別利益合計 0 0

特別損失   

固定資産除却損 27 21

特別損失合計 27 21

税金等調整前四半期純利益 57,851 48,141

法人税等 13,490 9,569

四半期純利益 44,361 38,572

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,074 2,056

親会社株主に帰属する四半期純利益 43,286 36,515
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自2022年４月１日
　至2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自2023年４月１日
　至2023年12月31日)

四半期純利益 44,361 38,572

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △2,142 20,833

繰延ヘッジ損益 85 △1,711

為替換算調整勘定 4,943 9,759

退職給付に係る調整額 △176 △171

持分法適用会社に対する持分相当額 809 △24

その他の包括利益合計 3,519 28,685

四半期包括利益 47,880 67,257

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 46,806 65,201

非支配株主に係る四半期包括利益 1,073 2,055
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

持分法適用の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、当社の関連会社である(同)網走バイオマス第３発電所は、重要性が増したた

め、持分法適用の範囲に含めております。

第２四半期連結会計期間より、Longboat JAPEX Norge ASの株式を取得したため、持分法適用の範囲に含めて

おります。

当第３四半期連結会計期間より、Blue Spruce Operating LLCの持分を取得したため、持分法適用の範囲に含

めております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（原価差異の繰延処理）

操業度の時期的な変動により発生した原価差異は、原価計算期間末までにほぼ解消が見込まれるため、当該原

価差異を流動資産（その他）及び流動負債（その他）として繰り延べております。

 

（税金費用の計算）

税金費用については、当社及び一部の連結子会社は当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗

じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．受取手形、売掛金及び契約資産には、工事未収入金を含めております。

 

２．偶発債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等に対し、次のとおり債務保証を行っております。

（単位：百万円）

前連結会計年度
（2023年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2023年12月31日）

(同)網走バイオマス第２発電所 2,218 (同)網走バイオマス第３発電所 2,047

(同)網走バイオマス第３発電所 2,107 (同)網走バイオマス第２発電所 1,929

大洲バイオマス発電㈱ 412 熊本みらいエル・エヌ・ジー㈱ 21

熊本みらいエル・エヌ・ジー㈱ 25 従業員（住宅資金借入） 12

従業員（住宅資金借入） 16   

合計 4,781 合計 4,010

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産等に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

（単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年12月31日）

減価償却費 9,356 18,706
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月28日

定時株主総会
普通株式 1,392 25 2022年３月31日 2022年６月29日 利益剰余金

2022年11月10日

取締役会
普通株式 8,144 150 2022年９月30日 2022年12月12日 利益剰余金

（注）１　2022年６月28日定時株主総会の配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」が保有する株式に

対する配当金１百万円が含まれます。

２　2022年11月10日取締役会の配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」が保有する株式に対す

る配当金10百万円が含まれます。

 

２.株主資本の金額の著しい変動

当社は、2021年11月９日開催の取締役会において、自己株式取得に係る事項を決議し、当第３四半期

連結会計期間末までに自己株式2,854,700株を取得いたしました。これにより、当第３四半期連結累計期

間において自己株式が4,262百万円増加しております。

また、当社は2021年11月９日開催の取締役会において、自己株式消却に係る事項を決議し、2022年９

月30日付で、自己株式2,854,700株を消却いたしました。これにより、当第３四半期連結累計期間におい

て資本剰余金が2,607百万円、利益剰余金が5,396百万円、自己株式が8,004百万円それぞれ減少しており

ます。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2023年４月１日　至2023年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月27日

定時株主総会
普通株式 11,945 220 2023年３月31日 2023年６月28日 利益剰余金

2023年11月10日

取締役会
普通株式 6,787 125 2023年９月30日 2023年12月12日 利益剰余金

（注）１　2023年６月27日定時株主総会の配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」が保有する株式に

対する配当金15百万円が含まれます。

２　2023年11月10日取締役会の配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」が保有する株式に対す

る配当金７百万円が含まれます。

 

２.株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2023年11月10日開催の取締役会において、自己株式取得に係る事項を決議し、当第３四半期

連結会計期間末までに自己株式510,800株を取得いたしました。

　これにより、当第３四半期連結累計期間において自己株式が2,772百万円増加し、当第３四半期連結会

計期間末において自己株式が2,893百万円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年12月31日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント

その他 合計
調整額

(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２
 日本 北米 欧州 中東 計

売上高          

外部顧客への

売上高
206,591 5,139 － 13,374 225,105 － 225,105 － 225,105

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － － － － － － － －

計 206,591 5,139 － 13,374 225,105 － 225,105 － 225,105

セグメント利益

又は損失（△）
42,391 2,918 △118 1,125 46,316 － 46,316 △7,574 38,742

 (注) １．セグメント利益又は損失の調整額△7,574百万円には、セグメント間取引消去１百万円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△7,575百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグ

メントに帰属しない一般管理費及び試験研究費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2023年４月１日　至2023年12月31日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント

その他 合計
調整額

(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２
 日本 北米 欧州 中東 計

売上高          

外部顧客への

売上高
171,079 23,427 － 35,432 229,938 － 229,938 － 229,938

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － － － － － － － －

計 171,079 23,427 － 35,432 229,938 － 229,938 － 229,938

セグメント利益

又は損失（△）
35,954 8,929 △360 4,230 48,753 － 48,753 △8,885 39,868

 (注) １．セグメント利益又は損失の調整額△8,885百万円には、セグメント間取引消去１百万円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△8,886百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグ

メントに帰属しない一般管理費及び試験研究費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前第３四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年12月31日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

日本 北米 欧州 中東 合計

Ｅ＆Ｐ事業

原油 17,388 4,936 － 13,374 35,698

天然ガス（海外） － 230 － － 230

小計 17,388 5,166 － 13,374 35,928

インフラ・

ユーティリ

ティ事業

天然ガス（国内） 59,496 － － － 59,496

液化天然ガス 29,195 － － － 29,195

電力 40,843 － － － 40,843

その他 3,400 － － － 3,400

小計 132,936 － － － 132,936

その他の事業

請負 6,121 － － － 6,121

石油製品・商品 39,835 － － － 39,835

その他 1,496 － － － 1,496

小計 47,454 － － － 47,454

顧客との契約から生じる収益 197,779 5,166 － 13,374 216,319

その他の収益 8,811 △26 － － 8,785

外部顧客への売上高 206,591 5,139 － 13,374 225,105
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当第３四半期連結累計期間（自2023年４月１日　至2023年12月31日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

日本 北米 欧州 中東 合計

Ｅ＆Ｐ事業

原油 13,981 22,996 － 35,432 72,410

天然ガス（海外） － 490 － － 490

小計 13,981 23,486 － 35,432 72,900

インフラ・

ユーティリ

ティ事業

天然ガス（国内） 53,347 － － － 53,347

液化天然ガス 9,390 － － － 9,390

電力 40,059 － － － 40,059

その他 4,719 － － － 4,719

小計 107,517 － － － 107,517

その他の事業

請負 4,837 － － － 4,837

石油製品・商品 39,028 － － － 39,028

その他 1,786 － － － 1,786

小計 45,652 － － － 45,652

顧客との契約から生じる収益 167,151 23,486 － 35,432 226,070

その他の収益 3,927 △59 － － 3,868

外部顧客への売上高 171,079 23,427 － 35,432 229,938
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自2022年４月１日
至2022年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自2023年４月１日
至2023年12月31日）

１株当たり四半期純利益 793円00銭 673円93銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 43,286 36,515

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（百万円）
43,286 36,515

普通株式の期中平均株式数（千株） 54,586 54,183

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「株式給付信託（BBT）」が保有する当社株式を、「１株当たり四半期純利益」の算定上、期中平均株式

数の計算において控除する自己株式に含めております（前第３四半期連結累計期間73,096株、当第３四

半期連結累計期間66,154株）。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

2023年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ） 中間配当による配当金の総額………………6,787百万円

（ロ） １株当たりの金額……………………………125円00銭

（ハ） 支払請求の効力発生日及び支払開始日……2023年12月12日

（注） 2023年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2024年２月９日

石油資源開発株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 湯川　喜雄

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 山崎　一彦

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 諸貫　健太郎

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている石油資源開発株

式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2023年10月１日から2023年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、石油資源開発株式会社及び連結子会社の2023年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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